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2008 年２月 11 日，キングストン大学にて。左端が毒島先生，隣が筆者，
右から 3 人目が SBRC 所長の R.Blackburn 教授，２人目が江戸川区職員
柴崎和重氏，右端が現 CUC サポート金子章一氏
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（5）  岩下有司 ［2010］ 。同 ［2012］66 ～ 67ページ。








































































































































































































（22）  日本銀行企画局［2015］1 ～ 5ページ。馬場直彦［2014］。
（23）  日本銀行［2013］15 ～ 17ページ。

















































































































































































年末 国債保有額 うち長期国債 日銀券発行残高
2008  631  413  815
2009  720  482  810
2010  767  569  823
2011  902  661  840
2012 1137  892  867
2013 1814 1416  901





2012年12月31日 1584（100％） 1137（71.8％）  892（56.3％）
2013年12月31日 2242（100％） 1814（80.9％） 1416（63.2％）
2014年12月31日 3002（100％） 2504（83.4％） 2018（67.2％）































































































































































（49）  深澤映司［2014］74 ～ 76ページ。
（50）  深澤映司［2014］77 ～ 78ページ等。
（51）  翁邦雄［2015］187ページ。

































（53）  齊藤壽彦［2014］69 ～ 70ページ。
（54）  植田和男［2003］。
（55）  福井俊彦［2003］。「金融政策運営の課題」日本金融学会講演，
（56）  岩田一政・日本経済研究センター編［2014］39 ～ 45ぺージ。深澤映司［2014］81 ～ 82ページ。
（57）  深澤映司［2014］79ページ。
（58）  翁邦雄［2015］188，191ページ。
（59）  深澤映司［2014］79 ～ 80ページ。
（60）  深澤映司［2014］80ページ。







































（66）  加藤出［2014］12 ～ 14ページ。







































（70）  白川浩道［2012］78 ～ 87ページ。
（71）  野口悠紀雄［2014］200 ～ 201ページ，等参照。





































（73）  河野龍太郎［2013］12 ～ 20ページ。同［2014］8 ～ 17ページ。齊藤壽彦［2014］72ページ。金融抑圧については
高田創［2013］175 ～ 177ページも参照されたい。






























































































































































































































































































































































































































































































































大きな涙型のダイヤモンドがございます。そこに描かれているメッセージ“The future to 













































































































































































Clement Greenberg（1939）「Avant ‐ Garde and Kitsch」Partisan Review（クレメント・
グリーンバーグ「アヴァンギャルドとキッチュ」藤枝晃雄訳，2005，勁草書房）
Denis R.McNamara（2011）『HOW TO READ CHURCHES』,Ivy Press（デニス・R・マク
ナマラ『教会建築を読み解く』田中敦子訳，2012，ガイアブックス）






























































































的消費者（ethical consumers）という概念から捉えている（Diamantopoulos et al. 2003；
Newholm and Shaw 2007）。先行研究には，それぞれの個別分野で研究が深化してきたメ
リットがある一方で，包括的な社会的課題と消費者という視点から分析する枠組みを検討









































































































も存在しているはずである（Csikzentmihalyi and Rochberg-Halton 1981；Holbrook and 
Hirschman 1982）。このような理解は，先行研究では有効性評価と理解されている（Ellen 
et al. 1991）。SPに付与された意味を理解した消費者の中には，社会的課題の解決に繋がる



















































































クラスタ N % エコ商品 オーガニック商品 寄付つき商品
フェアトレード
商品
A SC層 203 25.4 3.55 3.36 3.14 3.10
B 利己的SC層 253 44.1 3.18 2.52 2.51 1.44
C 無関心層 244 30.5 1.96 1.53 1.45 1.30






























デモグラフィック変数 項目（N） クラスタ名SC層 利己的SC層 無関心層
性別 男性（400） 24.8 38.0 37.3女性（400） 26.0 50.3 23.8
年齢
20代（160） 20.6 41.3 38.1
30代（160） 18.8 42.5 38.8
40代（160） 23.8 41.3 35.0
50代（160） 27.5 48.1 24.4
60代（160） 36.3 47.5 16.3
婚姻関係 未婚（310） 21.9 37.7 40.3既婚（490） 27.6 48.2 24.3
子どもの有無 なし（371） 23.5 38.3 38.3あり（429） 27.0 49.2 23.8
年収
わからない，答えたくない（73） 16.4 38.4 45.2
300万円未満（166） 21.7 41.0 37.3
300 ～ 400万円未満（111） 21.6 53.2 25.2
400 ～ 500万円未満（107） 17.8 52.3 29.9
500 ～ 600万円未満（76） 30.3 40.8 28.9
600 ～ 700万円未満（61） 34.4 32.8 32.8
700 ～ 800万円未満（55） 41.8 30.9 27.3
800 ～ 900万円未満（41） 26.8 53.7 19.5
900 ～ 1000万円未満（34） 20.6 64.7 14.7
1000万円以上（76） 35.5 39.5 25.0
学歴
中学校（14） 28.6 21.4 50.0
高等学校（247） 19.0 47.8 33.2
短大・高専・専門学校（180） 23.3 48.3 28.3
大学（329） 28.6 41.0 30.4
大学院（30） 53.3 33.3 13.3
職業
専門職（医師・弁護士・会計士等）（12） 41.7 33.3 25.0
会社経営・役員（15） 40.0 40.0 20.0
自営業（ 商工業，農業，実業など）（44） 34.1 45.5 20.5
自由業（フリーランス）（19） 31.6 36.8 31.6
アルバイト・パート（115） 26.1 45.2 28.7
会社員（245） 25.3 40.4 34.3
専業主婦（177） 24.9 57.1 18.1
無職（80） 23.8 36.3 40.0
学生（41） 19.5 22.0 58.5
派遣（19） 15.8 52.6 31.6
公務員（22） 13.6 45.5 40.9









































400 ～ 500万円未満107名となっている。一方，割合が少ないのは，900 ～ 1000万円未満34
─67─
名，800 ～ 900万円未満41名となっている。χ 2 検定を実施したところ，Pearsonのχ 2 値
45.727，自由度18，有意確率.000となり，クラスタごとに有意な差があった。
SC層の世帯年収を比較すると，300万円未満，300 ～ 400万円未満，400 ～ 500万円未満
の割合が他のクラスタと比較して低い。しかし，600 ～ 700万円未満と700 ～ 800万円未満
は他の層よりも割合が高い。800 ～ 900万円未満と900 ～ 1000万円未満は利己的SC層よ
り割合は低いが，無関心層より割合は高い。1000万円以上は35.5％であり，利己的SC層の
39.5％とほぼ同じ割合となっている。
利己的SC層は，300万円未満，300 ～ 400万円未満，400 ～ 500万円未満，500 ～ 600万
円未満が全てのクラスタの中で割合が最も大きい。600 ～ 700万円未満は32.8%で他のク
ラスタとほぼ同じ割合となる。700 ～ 800万円未満は30.9%であり，利己的SC層の中で最
低値となる。800 ～ 900万円未満と900 ～ 1000万円未満は再び他のクラスタより割合が高
くなる。
無関心層は300万円未満，300 ～ 400万円未満，400 ～ 500万円未満がSC層と比べて割
合が高く，利己的SC層より値が低い。500 ～ 600万円未満はSC層と，600 ～ 700万円未満








































知識 関心 態度 購買意図 有効性評価




SC層 3.27 .53 4.15 .66 3.98 .69 4.09 .61 3.89 .74
利己的SC層 3.08 .47 3.99 .63 3.80 .67 3.95 .66 3.67 .83
無関心層 2.75 .63 3.20 1.02 3.10 .74 3.20 .84 3.04 .93









SC層 3.08 .60 3.99 .75 3.99 .72 3.99 .69 3.70 .79
利己的SC層 2.75 .66 3.56 .84 3.59 .75 3.68 .73 3.28 .83
無関心層 2.28 .81 2.80 1.05 2.99 .78 3.02 .86 2.80 .84







SC層 3.05 .61 3.86 .73 3.73 .73 3.85 .70 3.81 .79
利己的SC層 2.76 .60 3.64 .76 3.46 .67 3.64 .72 3.55 .84
無関心層 2.24 .78 2.84 1.00 2.91 .80 3.00 .91 3.03 .89








SC層 2.74 .72 3.83 .78 3.71 .76 3.85 .71 3.83 .83
利己的SC層 1.75 .77 3.19 .81 3.24 .62 3.38 .70 3.46 .85
無関心層 1.73 .85 2.68 1.04 2.93 .73 3.00 .87 3.07 .93















































































































品質判断 価格 情報取得 入手可能性
M SD M SD M SD M SD
エコ商品
SC層 3.82 .70 3.54 .61 3.52 .80 3.69 .81
利己的SC層 3.59 .68 3.50 .59 3.34 .82 3.56 .78
無関心層 3.15 .61 3.60 .62 2.76 .89 3.02 .79
合計 3.51 .71 3.54 .61 3.21 .89 3.43 .83
オーガニック商品
SC層 3.95 .73 3.96 .66 3.37 .77 3.37 .82
利己的SC層 3.76 .73 4.01 .67 3.00 .89 3.03 .82
無関心層 3.34 .69 3.89 .72 2.51 .82 2.66 .76
合計 3.68 .76 3.96 .68 2.95 .90 3.01 .84
寄付つき商品
SC層 3.59 .72 3.52 .58 3.16 .82 3.30 .82
利己的SC層 3.35 .58 3.51 .53 2.80 .86 3.05 .79
無関心層 3.06 .56 3.59 .61 2.34 .81 2.62 .81
合計 3.32 .64 3.54 .57 2.75 .89 2.98 .84
フェアトレード商品
SC層 3.56 .69 3.61 .68 2.88 .81 3.00 .84
利己的SC層 3.17 .55 3.46 .61 2.22 .81 2.54 .76
無関心層 3.10 .56 3.56 .64 2.13 .81 2.42 .77
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① 受託責任 ＝ 財産管理責任 ＋ 会計責任 
すなわち，会計責任は受託責任に含まれる。
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2015年5月21日にOECDが公表した“In it together: Why Less Inequality Benefits All ”
では，過去30年において多くのOECD加盟国で所得格差が最大になっているとの報告が








たのは2 ヵ国のみであり，その他は僅かな上昇が3 ヵ国，大きな上昇が18 ヵ国と多くの
OECD加盟国で上昇している。つまり，1985年と2013年の所得格差の変動をみると，多く
のOECD加盟国で格差が拡大したのである。







1頁（OECD“In it together: Why Less Inequality Benefits All ” 2015,5,21，p.20）
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図4　1985年と2013年の所得格差の変動






























































































（8）  アメリカにおける所得税の創設及び廃止については，次を参照されたい。Brownlee,W.E.“Federal taxation in 
America : A short history ” Woodrow Wilson Center Press and Cambridge University Press,1996,p23及び
Klein,J.J.“Federal income taxation ”John Wiley & Sons,1929,pp23-24
（9）  Ibid（Brownlee,W.E.）., pp36
（10）  OECDのBEPSプロジェクトについては，次を参照されたい。 




























































（13）  金子宏『租税法 第20版』2015年，弘文堂，8頁





























（17）  水野忠恒『租税法 第5版』2011年，有斐閣，573頁
表1　所得税の納税義務者と課税所得の範囲




非 永 住 者 以 外 の 居 住 者 所得が生じた場所が日本国の内外を問わず，そのすべての所得に対して課税する































































































































































































































































































































































科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
流 動 資 産
現 金
預 金




固 定 資 産
建 物
固 定 資 産 物 品
土 地
建 設 仮 勘 定
投 資 有 価 証 券
その他の固定資産










基 本 財 産 基 金
運 用 財 産 基 金
積 立 金




前 期 繰 越 金






















（借）　固 定 資 産 物 品　1,000,000 （貸）　当 座 預 金　1,000,000
（借）　固定資産物品費　1,000,000 （貸）　運 用 財 産 基 金　1,000,000
第2法
（借）　固定資産物品費　1,000,000 （貸）　当 座 預 金　1,000,000




科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
流 動 資 産
現 金
預 金




固 定 資 産
固 定 資 産 物 品
投 資 有 価 証 券
その他の固定資産






人 件 費 引 当 金




運 用 財 産 基 金
繰 越 金
前 期 繰 越 金








科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
事 務 費 支 出
役 員 報 酬
職 員 俸 給
職 員 諸 手 当
賃 金
退 職 給 与 及 び
引 当 金 繰 入
一 般 物 品 費
固 定 資 産 物 品 費
印 刷 製 本 費
光 熱 水 費
元 利 償 還 金
設備資金借入金償還金
利 子





固 定 資 産 取 得 費
積 立 金 繰 入
建 設 積 立 金 繰 入
その他の積立金繰入
補 助 金 収 入
地 方 公 共 団 体
補 助 金 収 入
公益事業補助金収入
寄 付 金 収 入
寄 付 金 収 入









積 立 金 戻 入






科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
事務費支出
職 員 俸 給
職 員 諸 手 当
賃 金
法 定 福 利 費
一 般 物 品 費
固定資産物品費
印 刷 製 本 費
光 熱 水 費
事業費支出
給 食 費






本 部 会 計 繰




備 品 等 購 入
引 当 金 繰 入
措置費収入
事 務 費 収 入
事 業 費 収 入
補助金収入
都 道 府 県 補





寄 付 金 収 入
繰入金収入
本 部 会 計 繰






備 品 等 購 入
























































































































































































































































































































































































（3）  Berry, C. H. et al.［7］p.733.
（4）  Kauder, L. M.［10］p.489.





































（6）  Caves, R. E.［8］pp.4-5. Caves は，① 公 共 財（public goods），② 機 会 主 義（opportunism），③ 不 確 実 性
（uncertainty）の観点から，無形資産の特殊性について考察している。






































（9）  アメリカ合衆国における第四の方法とその導入に関しては，Eden, L.［9］が詳しい。









































（Base Erosion and Profit Shifting：税源浸食と利益移転）プロジェクトを立ち上げている。
居波（2014）によれば，それは「経済実態と課税実態の乖離を防止する方策を，戦略的かつ
分野横断的に検討し，国際的に協調された対応を促すもの」である（13）。また，2013年には，
「税源浸食と利益移転への対応（Addressing Base Erosion and Profit Shifting）」が公表さ
れ，そのなかで「BEPSの多くは･･･（中略）･･･税率の低い国･地域に利益を移転すること


































































































































































［7］Berry, C. H. et al., “Arm’s Length Pricing; Some Economic Perspective”, Tax Notes
（February 10, 1992）, pp.731-740.
［8］Caves, R. E., Multinational Enterprise and Economic Analysis ［3rd ed.］（New York: 
Cambridge University Press, 2007）
［9］Eden, L., Taxing Multinationals: Transfer Pricing and Corporation Income Taxation 
in North America（Toronto: University of Toronto, 1998）
［10］Kauder, L. M., “Intercompany Pricing and Section 482: A Proposal to Shift from 
Uncontrolled Comparables to Formulary Apportionment Now”, Tax Notes（January 
25, 1993）, pp.485-493.
［11］OECD, Transfer Pricing and Multinational Enterprises: Report of the OECD 
Committee on Fiscal Affairs（Paris: OECD, 1979）
［12］OECD, Tax Aspects of Transfer Pricing within Multinational Enterprises（Paris: 
OECD, 1993）.
［13］OECD, Transfer Pricing Guideline for Multinational Enterprises and Tax 
Administrations（Paris: OECD, 1995）.
［14］OECD, Transfer Pricing Guideline for Multinational Enterprises and Tax 
Administrations 2010（Paris: OECD, 2010）
［15］Shoup, C. S., “International Arbitration of Transfer Pricing Disputes Under Income 















































2010；青木2012）。Spenner and Freeman （2012）は，世界の7,000人を対象とした大規模


































消 費 者 に よ る 外 部 探 索 は，さ ら に 継 続 的 探 索（ongoing search）と 購 買 前 探 索















究を概観すると，1970 ～ 80年代を中心に，特に外部探索努力量（external search effort）
に注目した研究が進められてきたことが分かる（Guo 2001）。外部探索努力量とは，「購買
製品を検討している際，特定の購買と関連したデータや情報を獲得するために払われる注
意，知覚，および努力の程度のこと」（Beatty and Smith 1987, p.85）を指す。
外部探索努力量に関する研究は，購買経験の有無との関係を探ったBennet and Mandell 
（1969）や，女性の役割意識との関係を明らかにしたBucklin （1969）まで遡ることができる







































































































































なった。期待不一致モデルを援用したDiel and Poynor （2010）も同様，選択肢数の増加に
よる情報過負荷は満足度の低下を招くことを明らかにしている。
満足度と関連した感情変数の1つとして購買後の後悔も挙げられる（Inman, Dyer, and 
Jia 1997; Tsiros and Mittal 2000; Zeelenberg and Pieters 2004; Oliver 2010）。既存研究で
は，情報過負荷状態での購買意思決定が購買後満足だけでなく，購買後の後悔感情にも影














既にレビューしたSchmidt and Spreng （1996）によると，製品関与が高い消費者は低



































































































= .83）以下の回答者を低群（n = 130, M  = .55, SD  = .20），中央値を超える回答者を高群










者を低群（n = 134），中央値を超える回答者を高群（n = 123）にデータを分割した。その結
果，「探索努力量変化率」と「製品関与」の交互作用は有意とならず（F （1, 253） = 1.916, p  
= .167; η 2p = .008），「探索努力量変化率」の主効果は有意になった（F （1, 253） = 39.377, p  
< .001; η 2p = .135; 図2）。特に，「探索努力量変化率」の高群は低群に比べ，「情報過負荷」
が高く，その差は有意であった（M 探索努力量変化率高群 = 3.98, SD 探索努力量変化率高群 = 1.15 vs. M 探索









化率の主効果（F （1, 253） = .017, p  = .896; η 2p < .001），製品関与の主効果（F （1, 253） = 
2.421, p  = .121; η 2p = .009）は有意とはならず，探索努力量変化率と製品関与の交互作用が







製品関与が高い群は低い群に比べ「製品に対する満足度」が高かった（M 製品関与高群 = 5.50, SD
製品関与高群 = 1.14 vs. M 製品関与低群 = 4.95, SD 製品関与低群 = 1.08; F  （1, 253） = 5.845, p  = .016; η 2p 
= .023）。そのため，仮説1は支持された。なお，探索努力量変化率の低群においては，製
品関与が高い群と低い群の間で「製品に対する満足度」に有意な差は見られなかった。（M
製品関与高群 = 5.18, SD 製品関与高群 = 1.43 vs. M 製品関与低群 = 5.23, SD 製品関与低群 = 1.40; F  （1, 253） = 




の主効果（F （1, 253） = 1.852, p  = .175; η2p = .007），製品関与の主効果（F （1, 253） = 2.560, 
p  = .111; η 2p = .010）は有意とはならず，探索努力量変化率と製品関与の交互作用が10%
水準で有意となった（F （1, 253） = 2.758, p  = .098; η 2p = .011; 図3b）。Bonferroni法によ
る下位検定を実施した結果，探索努力量変化率の高群において，製品関与の低群は高群に
比べ「購買に対する後悔」が高く，その差は有意であった（M 製品関与高群 = 2.29, SD 製品関与高群 
= 1.36 vs. M 製品関与低群 = 2.88, SD 製品関与低群 = 1.52; F  （1, 253） = 5.263, p  = .023; η 2p = .020）。
そのため，仮説2は支持された。なお，探索努力量変化率の低群においては，製品関与が高
い群と低い群の間で「購買に対する後悔」に有意な差は見られなかった。（M 製品関与高群 = 2.34, 
SD 製品関与高群 = 1.49 vs. M 製品関与低群 = 2.33, SD 製品関与低群 = 1.39; F  （1, 253） = .002, p  = .966; 
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（11）  「Android搭載スマホは，2011年10月発表のバージョン4.0から，「MTP（Media Transfer Protocol）」と呼ぶ
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の施行など技術的・社会的な変化に対応
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しい法律の施行，など技術的・社会的な状況によっても見直す
























































































































































































































































































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
の委託を中止することも検討


































































































Study of the Leakage Case of Customer Information in Benesse Holdings
As the causes to induce the internal crime, the study pointed out six failures of the 
system security: delay of updating the export control system, neglect of checking the 
carry-over of personal devices, no division of the access range, neglect of checking 
access log, unset alert system, and no designation of chief security officer.  One of the 
backgrounds of the case is the management strategy to prioritize the active use of 
information.
The study extracted two typical mechanisms to induce organizational misconducts 
from the case.  The first risk is the loss of the sense of responsibility, which led to the 
neglect to monitor outsourcing.  The second risk is the particularities of business, which 
led to the board’s little understanding of IT business.
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ンス・コード（Corporate Governance Code CGC）に関して，Approved Persons Regime
（1）  筆者の従前の勤務先である日本政策投資銀行のLondon現地法人（欧州・中近東・アフリカ地区投融資担当）
DBJ Europe Limited（Level 20, 125 Old Broad Street London EC2N 1AR, UK）のHideyuki Nagahiro Chief 
Operating Officer（Member of the Board）にヒヤリング調査を行った（2015年4月23日東京オフィス）。もっ
とも内容も含め全て筆者の個人的見解であり，文責は筆者にある。



















and diligence，市場規範の遵守，FCA（Financial Conduct Authority 金融行為監督機構）
とPRA（Prudencial Regulation Authiority 健全性規制機構）など規制機関とのopen，co-
operativeなdeal，情報の適切な開示ほか専門性や説明力などの多義に亘るが，米国法にお





APRの嚆矢は，英国コーポレート・ガバナンス・コード（Corporate Governance Code 






















1．Approved Persons RegimeからSenior Management Regimeへの転換と上級管理者機能
Approved Persons Regime（APR）は，2000年に発効のFSMA2000（Financial Services 
& Market （Banking Reform）Act 2000 英国金融サービス（銀行改革）法）section59が根拠
となる法令（条項）であり，この法令に基づきFCA/PRA Handbookに詳細に規定されてい
る。金融危機後の2009年に発表されたウォーカー報告書（Walker Review）で，取締役会議






Sumitomo Insurance Company （Europe）（8 May 2012）事件，コンプライアンス・金融犯




















Services Authority 金融サービス機構）が解体され，FCA（Financial Conduct Authority）と
PRA（Prudencial Regulation Authiority）に分割し，PRAは個別会社の監視・監督を担当す
（3）  Prudential Regulation Authority, Bank of England, Consultation Paper FCA CP15/5 PRA CP7/15 
“Approach to non-executive directors in banking and Solvency Ⅱfirms & Application of the presumption 
















為防止法 The Foreign Corrupt Practices Act of 1977）あるいは英国BA（英国賄賂防止法 



























議会提案によれば，広義のSMRは取締役と他の上級経営陣（directors and other senior 
individuals）のための狭義の Senior Managers` Regime，下級従業員のための認定制度
（Certification Regime CR）を含むものとなっている。これに伴い，個人の行動を管理する
FCAとPRAにおいて新しい行動規則（new conduct rules）が発出される。この2つの体制
は，現状のAPRおよびAPRのための原則とコード（statements of principle and code of 
practice）に置き換わるものとされる。
か か る 提 案 は，2013 年 6 月 に 銀 行 基 準 に 関 す る 議 会 委 員 会（the Parliamentary 





融共済組合と信用組合（UK-incorporated banks, building societies, and credit unions），


















（6）  UK Financial Institutions: Proposals for New Senior Managers and Certification Regimes, by William 
Yonge, Financial Services Practice,Morgan Lewis.
（7）  PRA CP14/14 and FCA CP14/13 - Strengthening accountability in banking: a new regulatory framework 















の評価と認定（the assessment and certification）に対して責任を担い，毎年その適合性と




の Senior Managers` Regime 自体の対象は APR の対象よりも狭くなる。APR の対象
から Senior Managers` Regime の対象を差し引き，新たに下級従業員を加えたものが
Certification Regime（CR）の対象となる（8）。
（ニ）適合性と適切性（fitness and propriety）






















て責任を有するSenior Managersは，民事責任における証明責任の転換（Reversal of the 
































































2012 年 UBS 事 件（John Pottage v. FSA （FS/2010/0033））に お い て，マ ネ ジ メ ン ト
リスクについてApproved Personsに関する第7原則（Principle 7 of the Statements of 


















告書（``Changing banking for good``）について（12），銀行業全体における基準の改善を要求







（9）  Brown Rudnick Alert: Changes to the Approved Persons Regime - the biggest shake up for a 
decade,January 8, 2014, Author（s）: Peter Bibby, former Head of Enforcement at FSA and author of the 
FSA's Statements of Principle and Code of Practice for Approved Persons.
（10）  FSA v John Pottage” ［2012］8 JIBFL 490. Upper Tribunal Overturns UK Financial Services Authority 
Fine and Findings Against a CEO and Compliance Officer, John Pottage v. FSA （FS/2010/0033） ,May 
4, 2012.  FSA v UBS: will big fines change banks’ attitudes to risk management?,Hannah Laming and 
Nicholas Queree,Butterworths Journal of International Banking and Financial Law January 2013. Trouble 
at the Top Personal consequences for holders of Significant Influence Functions （SIFs） from FSA 
investigation and enforcement actions,Sara George,28 June 2012. UBS banker John Pottage wins appeal 





（13）  The FCA’s response to the Parliamentary Commission on Banking Standards,October 2013. Bank of 




























る報告を行うべく議会により任命され，2013年6月の最終報告書（Changing banking for 
good）においてApproved Persons Regime（APR）の改善のために，Senior Management 





（14）  The joint PRA and FCA consultation on strengthening accountability in banking: a new regulatory 




















































































模信用組合（a small credit union）を除くPRA対象企業のSenior Management機能に関して，
業務執行役員（Executive）はChief Executive function，Chief Finance function，Chief Risk 
function，Head of Internal Audit（内部監査長），Head of key business areaがあり，非業務
執行役員（Non-executive）はChairman，Chair of the Risk Committee（リスク委員会委員長），
Chair of the Audit Committee（監査委員会委員長），Chair of the Remuneration Committee
（報酬委員会委員長），Senior Independent Director（上級独立取締役）となり，更に業務執行
役員，非業務執行役員共通のマネジメント機能としてGroup Entity Senior Managerが掲げられ





























PRAの責任に関する規定として，以下の内容が挙げられる（SYSC : Senior Management 
Arrangements, Systems and Controls）。（ⅰ）SMRにおける義務について当該金融機関に
よる履行（実施，監視を含む），（ⅱ）Certification Rulesにおける義務の履行，（ⅲ）マネジ
メントにかかる責任分担表（マップ）（the firm’s management responsibilities map）の遵
守状況，（ⅳ）Senior Management機能を担う全ての個人に対する入門研修，専門研修な
ど，（ⅴ）内部監査機能に関して誠実性，独立性の遵守と監視（SYSC 6.2 （Internal audit） 
Senior Management Arrangements, Systems and Controls），（ⅵ）コンプライアンスに
関して誠実性，独立性の遵守と監視（SYSC6.1 （Compliance）），（ⅶ）リスクコントロー








































バーを包含すること。（ⅱ）現在APER Principle（the Statements of Principle and Code 
of Practice for Approved Persons : Approved Personsに関するコード原則の要求事項）
の下で必要な機能として分類されていたもの，即ちマネーロンダリングの報告（money 
















































能（Chief Executive function）（SMF1）PRA，最高財務責任機能（Chief Finance function）
（SMF2）PRA，業務執行取締役（Executive Director ED）（SMF3）FCA，最高リスク管理
責任（Chief Risk function）（SMF4）PRA，内部監査部長（Head of Internal Audit）（SMF5）
PRA，主要ビジネス領域の担当長（Head of key business area）（SMF6）PRA，グループ全
体の上級管理者（Group Entity Senior Manager）（SMF7）PRA，信用組合のSMF（小規模
信用金庫のみ）（Credit union SMF （small credit union only））（SMF8）PRA，取締役会会
長（Chairman）（SMF9）PRA，リスク委員会委員長（Chair of the Risk Committee）（SMF10）
PRA，監査委員会委員長（Chair of the Audit Committee）（SMF11）PRA，報酬委員会
委員長（Chair of Remuneration Committee）（SMF12）PRA，指名委員会委員長（Chair 
of the Nominations Committee）（SMF13）FCA，上 級 独 立 取 締 役（Senior Independent 
Director）（SMF14）PRA，非業務執行取締役（Non-Executive Director NED）（SMF15）
FCA，コンプライアンス監督（Compliance Oversight）（SMF16）FCA，マネーロンダリ











































































（19）  Changes to the FSA's approved persons regime, Nabarro LLP Sam Robinson,July 21 2011.
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転手，（14）企業の社会的責任のスタッフ（Corporate Social Responsibility staff），（15）デー




行動規則は PRA と FCA の双方に共通するが，PRA によれば共有ルールとして 2 層
に分割される。第1層（the first tier）のルールは対象となる個人が従うべき行動規則の
全ての役割に関連する内容のものである。第 2 層（the second tier）のルールは Senior 
Managementにのみ適用され，対象金融機関全体の効果的な運営（effective running of 
















きない場合，Senior Managementに説明責任が生じかねない（責任の推定Presumption of 
Responsibility）。当該規定は，反証を許す推定（rebuttable presumption）を示すものと理解
される。（d）当該金融機関の破綻を招く無謀な意思決定の失敗（a reckless decision causing 




































（20）  Consultation Paper FCA15/10,PRA9/15 Strengthening accountability in banking: UK branches of foreign 
banks,March 2015,PRA CP14/14 and FCA CP14/13,Strengthening accountability in banking: a new 








































（23）  The UK Corporate Governance Code （September 2014）.






































































































































































D. Scottの『広告の心理学』の心理学的研究，A. W. Shawの心理的側面，社会的側面からの
欲求分類と欲求への影響要因の研究，H. L. Hollingworthの購買に至る心理的プロセスの

































































































（7）  Kotler, Philip（2002）, Marketing Moves , Harvard Business School Press（恩蔵直人解説，有賀裕子訳『コト
ラー　新・マーケティング原論』，翔泳社2002年）。Prentice- Hall.（稲川和男他共訳『マーケティング・マネ
ジメント』，鹿島出版会，1971年。）
（8）  Prahalad C, K. and V. Ramaswamy （2004）, The Future of Competition , Harvard Business School Press（有
賀裕子訳『価値共創の未来へ：顧客と企業のCo-Creation』,ランダムハウス講談社，2004年）。




































（11）  Nystrom, P.H.（1915），Economic Principles of Retailing , New York, The Ronald Press Company, p.19.
（12）  井上，前掲書，p.107。
（13）  その後の小売業経営の研究で版を重ねて発表された Pintel, Gerald and Jay Diamnd, Retailing,  5th ed., 
New Jersey, Prentice Hall, 1971.，Berman, Barry and Joel R. Evans, Retail Management : A Strategic 
Approarch, 10th ed., New Jersey, Prentice Hall, 1995.，Varley, Rosemary and Mohammed Rafiq（2004）, 
Principles of Retail Management , New York, Palgrave Macmillan.においても，小売業の消費者に特化した
ものではなく，一般的なマーケティング研究における消費者の研究を紹介するにとどめている。
（14）  松江，前掲書，p.21。
（15）  Nystrom,（1929） op. cit ., Preface ⅲ .






















 消費の経済学への関心の高まり（The Growing Interest in the Economics of Consumption） P.21
・ 経済学の始祖A.Smith以前にまで遡って，年代別に研究者を紹介（フランスのJ. B. Say（17），同じくフラ







（17）  Nystromは本著の中で，「セイ（J. B. Say）は,『政治経済学概論』の中で，消費の課題に対して政治経済学上に
重要な位置を与えた最初の著者である」（p.29）としている。
（18）  Nystromは本著の中で，「19世紀に政治経済学の分野でもっとも際立った仕事をしたバスティア（F. Bastiat）
は，『経済調和論』の中で，経済学において消費に第一の主要な位置を与えた」（p.29）としている。

























 消費者の選択 （Consumer’s Choice ） P.51
・ 人間は多くの欲望を持つが，すべてを満たすことはできないので消費者は選択をする。
・ 消費者の選択は，外部の制限と人生が関与し，主観的・客観的状況に影響される。
・ 消費者の商品の選択を変え，支配する主要な要素は，① 基本的欲望，② 購買力，③ 個人の習慣と社会











 消費に対する社会的あるいは公的な姿勢（Social or Public Attitude toward Consumption） P.73
・ 過去150年間は，社会的機関は消費より生産に関わってきた。
選択基準となる個人的条件と動機
 人口と消費 （Population and Consumption） P.95
・ 人口は消費選択の変化要因のひとつで，基本的な需要を決定付ける要因として，人口の郊外化現象，
農業地域人口の低下，出生率の低下，死亡率の低下，移民の抑制などがある。
 富と消費 （Wealth and Consumption） P.128
・ 所得より富のほうが個人の社会的地位を決め，間接的に商品への支出タイプを決める。
・ 富はしばしばその富を増大するための強い動機（インセンティブ）となる。


















 家計費研究の歴史と発展 （History and Development of Family Budget Studies） P.215


























（22）  生涯の周期 “the cycle of life”について，Nystromは，本著p.307で，ロウントリーを取り上げて紹介している。；
Rowntree, Herbert Seebohm, Poverty A Study of Town Life , 1901. これは後に，Stanton, Wiliam J. and Charles 








  食品 （Food）／衣料品 （Clothing）／住宅 （Housing）／家具と家事 （Home Furnishings and Home 






 消費者需要の指標と基準 （Measure and Indexes of Consumer Demand） P.508
・ 所得，価格水準，生活費，景気の変化などの影響による消費の変化をデータ分析し，消費の原理を導い
ている。














































































































































（27）  Vargo, Stephen L. and Robert F. Lusch（2004a）, "Evolving to a New Dominant Logic for Marketing," 
Journal of Marketing , Vo.68, No.1, January, pp.1-17.； Vargo, Stephen L. and Robert F. Lusch（2006）, 
"Service-Dominant Logic: What it is, What it is not, What it might be," in Lusch, Robert F. and Stephen 
L. Vargo （eds.）, The Service-Dominant Logic of Marketing: Dialog, Debate, and Directions, M. E. Sharpe, 
pp.43-56.: Melissa Archpru Akaka，Stephen L. Vargo and Robert F. Lusch, An Exploration of Networks ㏌ 
Value Cocreation: A Service- Ecosystems View,  Special Issue -Toward a Better Understanding of the Role 




































る（Holbrook and Hairshman,1982）。― これに対して，消費の概念を拡張し，消費者研究がプロダクトの獲
得，使用，廃棄に関わるすべての行動を含むと主張したのは，ジャコビー（Jacoby, 1975 ,1978）やシェス （J. 


























（30）  消 費 文 化 に つ い て は，次 の 著 書 を 参 照。Featherstone, M., Consumer Culture & Postmodernism ,Sage 





（32）  Csikszentmihalyi, Mihaly（1990），Flow : The Psychology of Optimal Experience .（今村浩明訳『フロー体験 
喜びの現象学』世界思想社1996年），（1975），Beyond Boredom and Anxiety : Experiencing Flow in Work 
and Play , Jossey-Bass Inc. Publishers,（今村浩明訳『楽しみの社会学』，新思索社2004年）。









Bartels, Robert（1976），The History of Marketing Thought , 2nd ed., Columbus, Ohio, 
Grid Publishing, Inc.：山中豊国訳『マーケティング理論の発展』，ミネルヴァ書房，1979
年。
Converse, Paul D. （1959）, The Beginning of Marketing Thought in the United States: 
With Reminiscences of Some of the Pioneer Marketing Scholars,  Bureau of Business 
Research, The University of Texas. ：梶原勝美，村崎英彦，三浦俊彦共訳『マーケティ
ング学説史概論―コンバース・先駆者たちの回想―』，1985年。
Csikszentmihalyi, Mihaly（1990）, Flow .：今村浩明訳『フロー体験 喜びの現象学』世界思
想社1996年。
Hirschman, Elizabeth C.（1983）, “Aesthetics, Ideologies and the Limits of the Marketing 
Concept”, Journal of Marketing , 47, Summer
Holbrook, Morris B. and Elizabeth C. Hirschman（1982）, “The Experiential Aspects of 































































































（13）  Lucian Holscher,1984,Offentlichkeit,in: Joachim Ritter/Karlfried Grunder/Gottfried Gabriel（Hr）
g.）,Historische Wörterbuch der Philosophie,Band 6,Basel:Schwabe Verlag,S.1134-1141,ルキアン・ヘルシャー
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（徳安彰編訳）「公共性」（法政大学社会学部科研費プロジェクト「公共圏と規範理論」，2008年）7頁，
Bernhard Peters,1994:Der Sinn von Öffentlichkeit,in:Friedhelm Neidhardt（Hg.）, Öffentlichkeit,öffentliche 
Meinung,soziale Bewegungen,Kölner Zeitschrift für Soziologie und Sozialpsychologie,Sonderheft 34, 
Opladen: Westdeutscher Verlag,S.191-213. ベルハルト・ペータース（徳安彰編訳）「公共性の意味」（法
政大学社会学部科研費プロジェクト「公共圏と規範理論」，2008 年）11 頁，Jürgen Habermas,Die neue 
Unübersichtlichkeit:Kleine politische Schriften V, Frankfurt am Main:Suhrkamp,1985, . ハーバーマス（河
上倫逸監訳）「新たなる不透明性」（松　社，1995 年）Jürgen Habermas,Strukturwandel der Öffntlichkeit: 
Untersuchungen zu einer Kategorie der bürgerlichen Gesellschaft,Mit einem Vorwort zur Neuauflage 
1990,Frankfurt am Main 1990.ハーバーマス（細谷貞雄・山田政行訳）「公共性の構造転換―市民社会の一
カテゴリーについての探究［第2版］（未来社，1994年），Jürgen Habermas,Faktizität und Geltung:Beiträge 
zur Diskurstheorie des Rechts und des demokratischen Rechtssaats,Frankfurt am Main:Suhrkamp,1992, 
ハーバーマス（河上倫逸・耳野健二訳）「事実性と妥当性：法と民主的法治国家の討議理論に関する研究
［上・下］」（未来社，2002年），Jürgen Habermas,Ach，Europa:Kleine Politische Schriften ⅩⅠ , Frankfurt 
am Main:Suhrkamp,2008, . ハーバーマス（三島憲一ほか訳「ああ，ヨーロッパ」（岩波書店，2010 年），
Jürgen Habermas　und Niklas Luhmann,Theorie der Gesellschaft oder Sozialthechnologie:Was leistet 
die Systemforschung? Frankfurt am Main,1971, ハーバーマス・ルーマン共著（佐藤嘉一ほか訳）「批判理
論と社会システムの理論ーハーバーマス＝ルーマン論争」（木鐸社，1987年），Craig Caloun,ed.,Habermas 
and Public Sphere,MIT Press. キャローン（山本啓・新田滋訳）「ハーバマスと公共圏」（未来社，1999
年 ），Lucian Holscher,1984,Offentlichkeit,in: Joachim Ritter/Karlfried Grunder/Gottfried Gabriel（Hr）
g.）,Historische Wörterbuch der Philosophie,Band 6,Basel:Schwabe Verlag,S.1134-1141, ル キ ア ン・ ヘ ル
シャー（徳安彰編訳）「公共性」，Bernhard Peters,1994:Der Sinn von Öffentlichkeit,in:Friedhelm Neidhardt


































































（21）  前掲ルキアン・ヘルシャー 5頁。
（22）  前掲ルキアン・ヘルシャー 6頁。





































（24）  前掲ルキアン・ヘルシャー 8頁。










































































































































































































































































































































































































































































































































































（1989），Hamilton and Whalley（1989），Doak （1990），Wart and Ruggeri（1990），Ruggeri, 







































連邦所得税は，1917年に戦時所得税法（Income War Tax Act）として立法化された。こ
れは，第一次世界大戦の戦費調達のために連邦政府により課せられた最初の直接税であ
る（2）。第二次世界大戦中から戦後期にどのような税制改革が行われたのであろうか。1941
年には戦時租税協定（The Wartime Tax Agreements）が連邦－州間で結ばれ，1947年に










































申告者数（non-taxable returns filed by individuals）は，1975年の305人から1980年の1,665
人へ，さらに1994年の1,830人へと推移したが，1984年に10万ドル以上の所得を持つ人の



























（4）  Ibid ., pp.7-8.
（5）  Ibid ., p.10.









（出所）Department of Finance Canada（1987），p.42.
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た。なお，課税所得の計算方法は以下のとおりである。年金調整額，給与所得者向けの登録
年金保険料（Registered Pension Plan Contributions：RPP），個人事業主向けの退職年金






















































年度 1965-67 1974 1976 1977-81 1982-87 1988-89
ブラケット
1 11 12 6 6 6 17
2 14 18 18 16 16 26
3 17 19 19 17 17 29
4 19 20 20 18 18 －
5 22 21 21 19 19 －
6 26 23 23 21 20 －
7 30 25 25 23 23 －
8 35 27 27 25 25 －
9 40 31 31 28 30 －
10 45 35 35 32 34 －
11 50 39 39 36 － －
12 55 43 43 39 － －
13 60 47 47 43 － －
14 65 － － － － －
15 70 － － － － －
16 75 － － － － －
17 80 － － － － －







































































（11）  Ibid.,  p.11868.
（12）  Ibid.,  p.11868-9.
（13）  大川（1997），108頁。
（14）  Perry（1989）,p.336．







































































































1971-75 0.556 0.449 0.414 25.5（100.0） 19.2（75.4） 6.3（24.6）
1976-80 0.544 0.428 0.390 28.2（100.0） 21.3（75.6） 6.9（24.4）
1981-85 0.545 0.411 0.367 32.6（100.0） 24.6（75.5） 8.0（24.5）
1986-90 0.533 0.391 0.343 35.7（100.0） 26.7（74.8） 9.0（25.2）
1991-95 0.565 0.392 0.338 40.1（100.0） 30.6（76.3） 9.5（23.7）
1996-2000 0.563 0.410 0.358 36.4（100.0） 27.1（74.5） 9.3（25.5）
家族
1971-75 0.378 0.330 0.302 20.1（100.0） 12.5（62.1） 7.6（37.9）
1976-80 0.378 0.326 0.297 21.3（100.0） 13.8（64.9） 7.5（35.1）
1981-85 0.396 0.329 0.299 24.5（100.0） 16.8（68.6） 7.7（31.4）
1986-90 0.402 0.331 0.295 26.4（100.0） 17.6（66.5） 8.8（33.5）
1991-95 0.422 0.336 0.294 30.3（100.0） 20.5（67.6） 9.8（32.4）
1996-2000 0.430 0.352 0.310 27.9（100.0） 18.2（65.3） 9.7（34.7）
全世帯
1971-75 0.446 0.394 0.367 17.7（100.0） 11.8（66.4） 5.9（33.6）
1976-80 0.448 0.390 0.363 18.9（100.0） 13.0（68.9） 5.9（31.1）
1981-85 0.459 0.386 0.357 22.3（100.0） 16.0（71.8） 6.3（28.2）
1986-90 0.467 0.389 0.355 24.0（100.0） 16.8（69.8） 7.2（30.2）
1991-95 0.492 0.395 0.356 27.6（100.0） 19.7（71.5） 7.9（28.5）
1996-97 0.497 0.402 0.363 27.0（100.0） 19.0（70.5） 8.0（29.5）













年度 第一分位 第二分位 第三分位 第四分位 第五分位 全体
単身者
1971-75 0.8 1.0 7.1 13.4 19.9 14.0
1976-80 0.4 0.7 6.7 13.3 19.7 13.6
1981-85 0.2 1.5 8.8 15.4 21.9 15.3
1986-90 0.8 3.3 11.8 17.9 24.5 17.4
1991-95 0.9 2.9 11.5 18.1 26.0 18.1
1996-2000 3.5 3.7 11.4 18.0 26.2 18.5
家族
1971-75 2.6 9.0 13.0 15.5 20.1 15.2
1976-80 2.1 9.0 13.3 15.7 19.8 15.2
1981-85 2.1 9.1 13.9 16.8 20.7 15.9
1986-90 3.2 11.6 16.6 19.7 24.0 18.8
1991-95 2.8 11.0 16.8 20.4 25.6 19.6
1996-2000 5.7 12.1 17.3 20.3 25.4 20.0
全世帯
1971-75 1.8 7.2 12.1 14.9 19.6 15.1
1976-80 1.3 6.9 12.1 15.1 19.3 14.9
1981-85 1.7 7.3 12.8 16.3 20.3 15.8
1986-90 2.8 9.5 15.4 18.9 23.4 18.5
1991-95 2.6 8.9 15.3 19.5 24.9 19.3
1996-2000 5.5 10.1 15.9 19.6 24.8 19.7
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（6）  内資製薬企業の新薬開発においては, プロジェクトマネージャは, プロジェクトマネジメント部門の一部員に
過ぎず, 他の部門の部門責任者よりも職位上は下位であることが一般的である。
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  伊藤邦雄編著『Global Accountingキャッシュ ･フロー会計と企業評価　第2版』中央経済社，平成18年8月。
表1「キャッシュ・フロー計算書に関する会計基準の比較」
作成基準（日本） 中小企業版I F R S 中小指針
資金概念 現金及び現金同等物 現金及び現金同等物 ―







































損 益 計 算 書 92.2％
貸 借 対 照 表 91.7％
勘 定 科 目 明 細 書 66.8％
利 益 処 分 案 62.6％
税 務 申 告 書 一 式 62.3％
資 金 繰 り 表 51.2％
法 人 事 業 概 況 説 明 書 44.8％
納 税 証 明 書 38.9％
部 門 別 収 支 実 績 表 37.3％
キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー 計 算 書 35.5％















貸 借 対 照 表 94.9％
損 益 計 算 書 94.8％
勘 定 科 目 明 細 書 80.4％
利 益 処 分 案 79.3％
税 務 申 告 書 一 式 75.4％
資 金 繰 り 表 60.0％
法 人 事 業 概 況 説 明 書 53.9％
納 税 証 明 書 41.5％
部 門 別 収 支 実 績 表 35.6％
キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー 計 算 書 28.2％













































































営業収入 　××× 税金等調整前当期純利益 　×××
原材料又は商品の仕入支出 －××× 減価償却費 　×××
人件費支出 －××× 連結調整勘定償却額 　×××
その他の営業費支出 －××× 貸倒引当金の増加額 　×××
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